
阿波市の給与⑥定員管理等について

1 総括
(1)人件
区 分
住民基本台帳人口
(19年度末)

歳 出 額
A
実 質 収 支人 件 費

B

人 件 費 率
B / A

(参考)
18年度の人件費率

19年度
人

4 2 ,0 3 6

千円
2 0 ,789 ,74 6

千円
37 0 ,3 7 9

千円
3 ,8 38 ,50 1

%
18 .5

%
2 2 .1

区 分
職員数
A

給 与 費 一人当たり
給与費 B /A

(参考)類似団体平均
一人当たり給与費給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 B

19年度
人

4 34

千円
1,74 3,17 9

千円
18 7 ,59 2

千円
7 36 ,3 40

千円
2 ,6 6 7 ,1 1 1

千円
6 ,14 5

千円
6 ,00 9

(2)

(注) l 職員手当には退職手当を百まない。
2 職員数は、19年4月1日現在の人数である。

(3)特記事項
平成17年4月 1日、旧板野郡吉野町、旧板野郡土成町、旧阿波郡市場町、旧阿波郡阿波町が合併し、阿
波市が発足。

(4)ラスパイレス指数の状況(20年4月 1日現在)
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(注) 1ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
2 類似団体平均とは、人ロ規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。



(5)給与改定の状況
①月例給

区 分
人事委員会の勧告

給与改定率民間給与
A
公務員給与

B

較差
A - B

勧告
(改定率)

(参考)
国の改定率

%
0

(注) ｢民間給与｣、｢公務員給与｣は、人事委員会勧告において公民の4月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額で
ある。

②特別給

区 分

19年度

人事委員会の勧告
年間支給月数

月

民間の支給割合
A
公務員の支給
割合月数 B

較差
A - B

月
( % )

勧告
′(改定月数)

月

(参考)
国の支給月数

月
4 .5

(注) ｢民間の支給割合｣は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、｢公務員の支給月数斑ま期末手当及び
勤勉手当の年間支給月数である。

2 職員の平均給与月額"歪男性給等の状涎
ノ

の職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況(20 年4月 1日現在)

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額
(国ベース)

阿波市 4 4 .7 歳 34 9 ,2 0 0 円 38 9 ,4 2 0 円 3 72 ,5 1 1 円

徳島県 4 3 .8 歳 32 9 ,3 7 3 円 39 5 ,94 3 円 3 58 ,4 52 円
国 4 1,1 歳 32 5 ,1 13 円 38 7 ,506 円
類似団体 4 3 .3 歳 330 ,9 3 5 円 3 7 5 ,7 2 3 円 3 56 ,5 36 円

②技能労務職

区 分
公務員

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額
(A )

平均給与月額
(国ベース)

阿波市 4 8 .2 歳 3 9 人 3 10 ,100 円 322 ,8 3 9 円 3 16 ,15 1 円

うち清掃職員 37 .2 歳 4 人 2 3 7 ,6 00 円 2 60 ,4 0 0 円 2 4 4 ,10 0 円
うち学校給食員 52 .9 歳 7人 3 3 9 ,30 0 円 347 ,3 86 円 34 6 ,52 9 円
うち用務員 4 6 .0 歳 12 人 3 0 7,90 0 円 3 18 ,3 3 3 円 3 16 ,33 3 円
その他 50 .5 歳 16人 3 17,10 0 円 3 3 1,132 円 3 2 0 ,7 56 円
徳島県 4 4 .9 歳 276人 305 ,0 6 0 円 34 3 ,8 4 1 円 324 ,7 5 7 円
国 4 8 .9 歳 4 ,7 8 4 人 2 84 ,6 7 9 円 3 2 0 ,6 23 円
類似団体 4 7 .7 歳 3 6 人 2 94 ,9 0 0 円 3 17 ,0 9 1 円 30 6 ,44 7 円

区 分
民間 参考

対応する民間
の類似職種 平

均年齢 平均給与月額
(B)

A /B

うち清掃職員 廃棄物処理従業員 4 3 .6 歳 29 9 ,7 0 0 円 0 .8 7

うち学校給食員 調理員 4 5 .5 歳 22 2 ,0 0 0 円 1.56

うち用務員 用務員 53 .9 歳 22 5 ,9 0 0 円 1 .4 1

その他

区 分

参考
年収ベース(試算値)の比較

公務員 民間
C /D

(C ) (D )
うち清掃職員 4 ,16 3 ,0 0 0 円 4 ,170 ,0 00 円 , 1.0 0

うち学校給食員 5 ,8 2 7 ,3 3 2 円 3 ,0 34 ,8 00 円 1.9 2

うち用務員 5 ,30 0 ,4 9 6 円 3 ,2 2 7 ,40 0 円 1.64

その他 5 ,4 8 6 ,8 8 4 円 ･
※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。(平成17年 ~ 平成19年の3ヶ年平均)
※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではな
し、。

※ 年収ベースの｢公務員(C)｣及び｢民間(D )｣のデー刻ま、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に
支給された期末･勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。



区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

阿波市 4 9 .4 歳 4 0 0 ,10 0 円 4 12 ,9 5 9 円
徳島県 4 6 .3 歳 3 7 6 ,4 5 6 円 4 2 1,6 94 円
類似団体 4 3 .8 歳 3 30 ,9 2 7 円 3 5 1,4 72 円
(注) 1 ｢平均給料月額｣とは、20年4月 1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
2 ｢平均給与月額｣とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手
当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
また、｢平均給与月額(国ベース)｣は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含ま
れていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

区 分 阿 波 市 徳 島 県 国
一般行政職 大 学 卒 17 2 ,2 0 0 円 178 ,80 0 円 172 ,20 0 円

高 校 卒 14 0 ,10 0 円 14 4 ,50 0 円 14 0 ,10 0 円
技能労務職 高 校 卒 14 0 ,10 0 円 14 1,90 0 円

中 学 卒 133 ,100 円
教 育 職 大 学 卒 17 2 ,2 00 円 19 9 ,70 0 円

高 校 卒 15 4 ,9 0 0 円

乍具(の の

区 分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年
一般行政職 大 学 卒 26 6 ,90 0 円 3 15 ,0 0 0 円 3 8 3 ,0 0 0 円

高 校 卒 22 8 ,8 0 0 円 2 8 1,5 0 0 円 32 2 ,2 0 0 円
技能労務職 高 校 卒 2 0 5 ,6 0 0 円 2 4 9 ,50 0 円 2 6 1,8 0 0 円
教 育 職 大 学 卒 3 2 7 ,2 0 0 円 3 78 ,9 0 0 円

高 校 卒

(3) 月

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比
1 級 主事補及び相当職 15 人 5 .5%

2 級 主事及び相当職 2 3 人 8 .4%

3 級 係長、主任及び相当職 6 8 人 24 ,9%

4 級 主査及び相当職 2 3 人 8 .4%

5 級 課長補佐及び相当幟 7 6 人 2 7 .8%

6 級 課長、主幹及び相当職 54 人 19 .8%

7 級 部長、次長、及び相当職 14 人 5 .1%

計 2 7 3 人 10 0 .0%

(1)

(注) 1 阿波市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。
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(2)昇給への勤務成績の反映状況

医聖霊聖霊璽三國ている。

4 職員の手当の状況
(1湯 末手当@勤勉手当

阿 波 市 徳 島 県 国
1人当たり平均支給額(19年度)

1,68 4 千円
1人当たり平均支給額(19年度)

1,8 8 6 千円
(19年度支給割合)
期末手当 勤勉手当
3.00 自分 1.5 0 自分
( 1 .60自分) ( 0 .7 5自分)

(19年度支給割合)
期末手当 勤勉手当
3.00 自 分 1.50 自分
( 1.6 0 自分) ( 0 .7 5 自分)

(l9年度支給割合)
期末手当 勤勉手当
3.00 自分 1,50 自分

( 1.6 0 自分) ( 0 .7 5 自分)
(加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級等による加算措置

･役職加算 5 ~ 15 %

(加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級等による加算措置

.役職加算 5 ~ 20 %

.管理職加算 23 ~ 25 %
(注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況(一般行政職)

一律支給。公平、公正な人事評価制度の確立に向け検討している。
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阿 波 市 国
(支給率) 自己都合 勧奨･定年
勤続20年 23.50 自 分 30 .5 5 自分
勤続25年 33.50 自 分 4 L 34 自分
勤続35年 47.50 自 分 5 9 .2 8 自分
最高限度額 59.28 自 分 5 9 ,28 自分
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2 % ~ 20 % 加算)
1人当たり平均支給額 24 ,29 3 千円

･

(支給率) 自己都合 勧奨･定年
勤続20年 23.50 自分 30 .55 自分
勤続25年 33.50 自分 4 1.34 自分
勤続35年 47.50 自分 59 .2 8 自分
最高限度額 59.28 自分 59 .2 8 自分
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2 % ~ 20 % 加算)

(2)退職手当(20年4月 1日

(注) 退職手当の1人当たり平均支給額は、19年度に退職した職員に支給された平均額である。

(3)地域手当(20年4月 1日現在)
鯰 実 績 ( 19 年 度 決 算 ) l 千円

支給職員1沸き彗亮醜悪鞄支給年額 (19年度決算) l 円
支給対象地域 又綸溶く 支給対象職員数 国の制度(支給率)

% %
% 人 %

支 給 実 績 ( 19 年 度 決 算 ) 3 ,18 2 千円
支給職員 1人当たり平均支給年額 (19年度決算 ) 37 ,0 0 0 円
職員全体に占める手当支給職員の割合 (19年度 ) 18 .2 %
手 当 の 種 類 ( 手 当 数 ) 9

手当の名称 主な支給対象業務、対豪職員 左記職員に対する支給単価

1 税務徴収事務従事
職員の特殊勤務手
当 t

未納及び滞納整理のため戸別訪問徴収に従事した職員 日額 250円

2 感染症病防疫作業
従事職員の特殊勤
務手当

感染症病防疫作業に従事した職員 日額 1,0 0 0 円

3 行旅病人及び死亡
人取扱事務従事幟
員の特殊勤務手当

行旅病人の収容作業に従事した職員
死亡人の処理作業に従事した職員

病人1人 1,500円
死亡人1体 2,000円

4 清掃業務従事職員
の特殊勤務手当

清掃業務に従事する職員 月額 4,000円

5 保育業務従事職員
の特殊勤務手当

保育業務に直接従事する職員 月額 3,000円

6 老人ホーム勤務職
員の特殊勤務手当

老人ホームに勤務する職員 月額 3,500円

7 老人ホーム遺体処
理従事職員の特殊
勤務手当

老人ホーム遺体処理に従事する職員 1体 2,000円

8 社会福祉従事職員
の特殊勤務手当

市長が定める職員が福祉に関する業務に専ら従事したとき 月額 5 ,0 0 0 円

9 市営住宅業務務従
事職員の特殊勤務
手当

未納及び滞納整理等のため、戸別訪問を伴う業務に従事
した職員

日額 250円

(4)特殊勤" 手当 (20年4月 1



支 給 実 績 ( 19 年 度 決 算 ) 4 5 ,12 7 千円
職 員 1人 当 たり平 均 支 給 年 額 ( 19 年 度 決 算 ) 104 千円
支 給 実 績 ( 18 年 度 決 算 ) 36 ,3 10 千円
職 員 1人 当 たり平 均 支 給 年 額 ( 18 年 度 決 算 ) 8 4 千円

(5)

手 当 名 内容及び支給単価 国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
(19年度決算)

支給職員1人当たり

平均支給年額
(19年度決算)

扶養手当

扶養親族のある職員に支
給配偶者13,000円、配偶
者以外の親族1人につき
6,500円 (職員に配偶者が
ない場合はそのうち1人に
つき11,000円)、特定期間
の子1人につき5,000円加
算

同じ 5 0 ,9 3 3 千円 2 3 3 ,6 3 8 円

住居手当

持家 2 ,5 0 0 円
(世帯主 新築･購入から5年)

借家 最高27,000円
･家賃23,000円以下
=家賃‐12,000円
･家賃23,000円以上
= (家賃‐23,000円)/2+L1,000円

同じ 8 ,5 7 3 千円 18 6 ,3 7 3 円

通勤手当
自動車等を使用し通勤距
離が2K m 以上の者に支給

同じ 2 1,508 千円 53,2 38 円

管理職手当

管理又は監督の地位にあ
る職員に支給
･給料月額×支給割合
(給料月額の25/100を超えない範
囲)

同じ 4 3 ,80 3 千円 4 86 ,7 0 5 円

(6) 1日の



区 分 給 料 月 額 等

給

料

市 長

副 市 長

収 入 役

79 2 ,0 0 0 円
( 8 8 0 ,0 0 0 円 )

6 3 3 ,6 0 0 円
( 70 4 ,0 0 0 円 )

59 4 ,0 0 0 円
( 6 6 0 ,0 0 0 円 )

(参考)類似団体における最高/ 最低額

1,0 10 ,00 0 円 / 4 6 0 ,00 0 円

8 00 ,00 0 円 / 34 7 ,50 0 円

6 90 ,00 0 円 / 5 39,4 0 0 円

報

酬

議 長

副 議 長

議 員

4 2 0 ,0 0 0 円
( 円 )

3 70 ,0 0 0 円
( 円 )

34 0 ,0 0 0 円
( 円 )

4 95 ,0 0 0 円 / 3 09 ,0 0 0 円

4 4 0 ,0 0 0 円 / 2 5 1,0 0 0 円

4 0 0 ,0 0 0 円 / 2 27 ,0 0 0 円

期
末
手
当

市 長
副 市 長
収 入 役

(19年度支給割合)
3 .3 月分

議 長
副 議 長
議 員

(19年度支給割合)
3 .3 月分

退
職
手
当

市 長
副 市 長
収 入 役

(算定方式) (1期の手当額) (支給時期)
880,000×在職月数×43,5/100 18 ,37 4 ,4 0 0 円 任期毎
704,000×在職月数×25,75/100 8 ,70 1,4 4 0 円 任期毎
660,000×在職月数×23/100 7 ,28 6 ,4 0 0 円 任期毎

備 考 ･
(注) 1 給料及び報酬の( )内は、減額措置を行う前の金額である。
2 退職手当の｢1期の手当額｣は、4月 1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期 (4年= 48月)勤めた場合における退職
手当の見込額である。

6 職員数の選逞
の部門別職員数の状況と主な増減理由 (各年4月 1日現在)

部 詞
~＼＼
区
＼
分 職 員 数 対前年

増減数 主な増減理由
平成19年 平成20年

普
通
会
計
部
門

般
行
政
部
門

議 会
総 務
税 務
民 生
衛 生
農林水産
商 工
土 木

4

9 9

3 1

13 7

2 7

2 3

5

2 5

4

9 4

30

134

27

22

5

2 3

o

嵜
1
3
0

1
0

泌

退職者不補充

管理課を建設課に統合

計 3 5 1 3 3 9 - 12

< 参考>

人口1万人当たり職員数 80.65 人
(類似団体の人口1万人当たり職員数 73.94 人)

教育部門 8 4 7 9 - 5 課の統合による減員

小 計 4 3 5 4 18 - 17

< 参考>

人ロ1万人当たり職員数 99 .44 人
(類似団体の人口1万人当たり職員数 100.58 人)

公
営
企
業
等

会
計
部
門

水道 1 1 1 1 0

その他 2 7 27 0

小 計 38 38 0

合 計
4 7 3

[ 4 9 6 ]

4 56

[ 4 96 ]

- 17

[ 0 ]
< 参考>

人口1万人当たり職員数 108.48 人
(注) 1 職員数は一般職に属する職員数である。
2 [ ]内は、条例定数の合計である。
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区 分
20歳

未満

20歳

2歳

24歳

2機

28歳

〉
31歳

32歳

3歳

36歳

〉
39歳

40歳

〉
43歳

44歳

4機

48歳

〉
51歳

52歳

5歳

56歳

〉
59歳

60歳

以上
計

職員数
人
0

人
2

人
18

人
4 1

人
4 9

人
5 3

人
3 8

人
4 1

人
7 0

人
87

人
5 6

人
1

人
4 5 6

(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

平成17年4月 1日

職員数
平成22年4月 1日
職員数

純減数 純減率

人
4 9 3

人
444

人
4 9

%
9 .9

1 7年4月 1日 ~ 平成2 2年4月 1 捌こおける定ン
篤理の 両目

部 m ~＼＼
区
＼
分 17年

計画始期
18年

1年目実績
19年

2年目実績
20年

3年目実績
17年 ~ 19年

計
(参考)
数値目標

一般行政
職員数 3 69 3 56 3 5 1 3 39 3 3 2

増 減 - 13 - 5 ‐12 - 3 0 (81.1%) - 3 7 ( - 10 %)

特別行政
職員数 99 96 84 79 8 9

増 減 - 3 - 12 ‐5 - 20 (200.0%) - 10 ( - 10 %)
公営企業
等 会 計

職員数 2 5 33 38 38 2 3

増 減 8 5 0 13 (0.0%) - 2 ( - 8 %)

計
職員数 4 9 3 4 8 5 4 73 4 5 6 444

増 減 - 8 - 12 ‐17 - 3 7 (75.5%) - 4 9 ( - 10 %)

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況(実績)の概要 (各年4月 1日現在)

(注) 1 計画期間は、17年 ~ 22年の5年間である。
2 ( % )内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
3 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以 降現年までの職員増減数の累計
を示す。



7 公営企業用織目の状況
(1)水道事業
①職員給与費の状況

区 分 総費用
A

純損益又は
実質収支 職員給与費

B

総費用に占める
職員給与費比率

B / A

(参考)
18年度の総費用に占
める職員給与費比率

19年度
千円

62 5 ,3 92

千円
6 5 ,9 7 9

千円
7 3,374

%
11 .7 3

%
1 1.6 4

ア

区 分
職員数
A

給 与 費 一人当たり
給与費 B /A給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 B

19年度
人

1 1

千円
50 ,2 04

千円
3 ,2 38

千円
19 ,9 32

千円
7 3 ,374

千円
6 ,6 7 0

(注) 1 職員手当には退職給与金を含まない。
2 職員数は、20年3月 31日現在の人数である。

イ 特記事項

区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額
阿 波 市 4 5 .0 歳 38 3 ,14 8 円 5 58 ,72 3 円
団 体 平 均 4 5 .5 歳 374 ,5 5 2 円 5 7 1,24 2 円

の 本給、平均月収額及び平均 齢の 況 20 4 1日

(注) 平均月収額には、期末･勤勉手当等を含む。

③職員の手当の状況
ア 期末手当e U勉手当

阿 波 市 (一般行政職･団体平均等)
1人当たり平均支給額(19年度)

1,8 12 円
1人当たり平均支給額(19年度)

1,79 2 千円
(19年度支給割合)
期末手当 勤勉手当
3.00 自 分 1.5 0 自分
( 1.6 0 自分) ( 0 .7 5 自分)

(19年度支給割合)
期末手当 勤勉手当
3.00 自 分 1 5 0 自分
( 1.6 0自分) ( 0 .7 5 自分)

(加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級等による加算措置

･役職加算 5 ~ 15 %

(加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級等による加算措置

･役職加算 5 ~ 15 %
(注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ 退職手当(20年4月1日現在)
阿 波 市 阿波市(一般行政職)

(支給率) 自己都合 勧奨･定年
勤続20年 23,50 自分 30 .5 5 自分
勤続25年 33.50 自分 4 1 .3 4 自分
勤続35年 47.50 自分 5 9 .2 8 自分
最高限度額 59,28 自分 59 .2 8 自分
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2% ~ 20 % 加算)

(支給率) 自己都合 勧奨･定年
勤続20年 23.50 自分 30 .5 5 自分
勤続25年 33.50 自 分 4 1 .34 自分
勤続35年 47.50 自 分 59 .28 自分
最高限度額 59.28 自 分 59 ,28 自分
その他の加算措置 定年前早期退職竹例措置

(2% ~ 20 % 加算)
(注) 退職手当の1人当たり平均支給額は、19年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ 地域手当(20年4月 1日現在)
綸＼≧実 績 ( 19 年 度 決 算 ) l 千円

支給職員1人達鱈龍専彗.鞄型盡給年額 (19年度決算) r 円
支給対象地域 r "受取議事も l支給対象職員数 国の制度(支給率)

% %
I 刻 人 %

エ 特殊勤務手当(20年4月 1日現在)
特殊勤務手当は18年4月1日から廃止

Q
〕



支 給 実 績 ( 19 年 度 決 算 ) 1,2 6 3 千円
職 員 1 人 当 たり平 均 支 給 年 額 ( 19 年 度 決 算 ) 140 千円
支 給 実 績 ( 18 年 度 決 算 ) 3 ,4 7 2 千円
職 員 1 人 当 たり平 均 支 給 年 額 ( 18 年 度 決 算 ) 3 8 6 千円レ

オ 時間外 務手当

(注) 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

手 当 名 内容及び支給単価 国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
(19年度決算)

支給職員1人当たり
平均支給年額
(19年度決算)

扶養手当

扶養親族のある職員に支
給配偶者13,000円、配偶
者以外の親族2人目まで1
人につき6,000円 (扶養親
族でない配偶者がある
場、1人目6,500円)3人目
以降1人につき5,000円、
特定期間の子1人につき
5,000円加算

同じ ･ 1,781 千円 178 ,0 50 円

住居手当

持家 2,500円
(世帯主 新築･購入から5年)

借家 最高27,000円
･家賃23,000円以下
=家賃‐12,000円
･家賃23,000円以上
= (家賃‐23,000円)/2十11,000円

同じ 4 35 千円 14 5 ,0 0 0 円

通勤手当
自動車等を使用し通勤距
離が2K m以上の者に支給

同じ

←、

66 5 千円 6 0 ,4 3 6 円

管理職手当

管理又は監督の地位にあ
る職員に支給
･給料月額×支給割合
(給料月額の25/100を超えない範
囲)

同じ 9 5 3 千円 4 76 ,3 5 2 円

力 その の 、 20 4 1日

④定員管理の数値目標及び進捗状況
ア 平成17年4月 1日 ~ 平成22年4月 1日における定員管理の数値目標
平成17年4月 1日
職員数

平成22年4月1日
職員数

純減数 純減率

人
1 1

人
10

人
1

%
9 .1

イ 定員管理の数値目標の年次別進捗状況(実績)の概要
→6(3)②を参照

fo


